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報 告

障がいのある児童生徒の療育に関わる

　　　　専門職の協働に関する研究

一特別支援学校の教育専門職に対する調査一
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　〔論文要旨〕

　　本研究の目的は，特別支援学校の教諭が他職種や関係機関との協働に関連して，どのような思いで学

　校教育を実践し，どのような困難を感じているかを明らかにするために，特別支援学校（首都圏16校）

　の教職員に質問紙調査を実施した。学校内で協働を行ううえで重要なことは，信頼関係，情報の共有，

　情報交換であった。関係機関との協働で難しさを感じるのは，話し合いの時間がとれない，コミュニケー

　ションのとりにくさの順であった。協働したいと考えている関係機関は，小学部では，幼稚園／保育所

　療育機関および特別支援教育センターが多かった。中学部では特別支援教育センターと地域作業所が多

　かった。高等部では地域作業所が多かった。
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Lはじめに

　親は，障がいのあるわが子を受容していく過

程で，発達課題を達成しようとするたびに危機

的状況を体験する。ライフサイクルの中で「10

の危機的状況と時期」があり，特に，第2の「障が

いの説明と告知を受ける時期」，第4の「小学校

を選択し入学する時期」，および第6の「学齢期

を終える時期」は大きな危機的な時期である1）。

　研究代表者の先行研究で，親は「小学校の担

任は子どもの障がいを理解してくれるか不安で

ある」や「高校を卒業した後が心配である」な

どを訴えていた。また，「小学校の担任予定者

が療育センターに見学に来てくれた」と話して

くれた事例もあった。このように，子どもが新

たな発達課題を達成する時期には，親の不安が

高まる。そのため障がいのある子どもと親への

支援は，単一の専門職の支援：では不安などを解

決することが難しく，多職種の協働が重要であ

る2・3）。

　親が障がいのあるわが子を受容する過程での

保健・福祉・教育の専門職の支援では，子ども

と親の発達課題に沿った危機的状況を早めに察

知することが大切であり，親が新たな発達課題
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やライフサイクルの先を見越して準備している

ことに対して，支援：することが必要である4）。

また，その支援にあたっては，保健・福祉・教

育の専門職問の協働が重要であるが，実践の場

において，専門職が他職種や他機関との協働で

どのような問題を抱えているかを調査した報告

は少ない。小林らは，保健・医療・福祉の専門

職が利用者の立場にたって連携することの大

切さと連携すること9）難しさについて論述し

た5）。松原らも，重度・重複障がいのある児童

生徒の医療，療育と教育が協力し連携していく

ことの必要性を述べていた6）。

　子どもにとって保健・福祉・教育とは，一人

の子どもとして成長発達が保障され，また，生

活全般が保障されたうえで自立していくための

社会的支援であると考えられる。さらに，障が

いのある子どもにとっては，一人ひとりの障が

いの程度や内容に応じて，包括的できめ細やか

な社会的支援が必要になってくる。障がいのあ

る子どもと親のウェルビーイングの達成のため

には，保健・福祉・教育の専門職が適切に援助

を行うとともに，そのフォローを継続し各専門

職間や他機関と協働していくことが必要であ

る。

　先行研究では，療育に関わる保健・福祉の専

門職が関係機関との協働で最も困難を感じてい

る機関は，学校などの教育機関であった7）。そ

のため，本研究では特別支援学校（養護学校）

の教諭へ質問紙調査を行い，教育機関の側から

みた保健・福祉・教育の連携と協働の課題やあ

り方を検討した。

II．研究目的

　障がいのある子どもと親のウェルビーイング

が達成できるような支援のため，教育の専門職

は他職種や関係機関との協働について，どのよ

うな思いをもって日々の教育を実践しているの

か，また，協働にどのような難しさを感じてい

るのか，質問紙調査から実態を導き出した。

皿．研究方法

1．研究対象と研究期間

　首都圏の特別支援学校16校の教職員に研究者

が独自に作成した無記名自記式の質問紙調査を

小児保健研究

行った。研究期間は，2009年5月～8月め4か

月間であった。

2，質問紙の内容

1）日頃の教育に関する4設問：5段階評価およ

　び2～3項目選択にて回答。

　設問1．日頃の教育で心がけていること。

　設問2．教育に関わっていてストレスに思う

　　　　　こと。

　設問3．教育に関わり困難があった時の解決

　　　　　方法。

　設問4．教育に関わり良かったと思うこと。

2）学校内や関係機関との協働に関する4設問二5

　段階評価および2～3項目選択にて回答。

　設問5．学校内での協働で重要に思っている

　　　　　こと。

　設問6．関係機関との協働の難しさを感じる

　　　　　こと。

　設問7．各関係機関と協働する必要性の程度。

　設問8，学校内1で協働の難しさを感じること。

3．質問紙の収集方法

　研究概要を学校長に口頭と文書で説明し承諾

を得た。次に承諾の得られた特別支援学校へ研

究の趣旨および倫理的配慮を記載した研究依頼

書，質問紙返送用封筒を1セットとして郵送

し，各学校にて教職員への配布を依頼した。質

問紙は，郵送法にて回収した。

4．データの分析方法

　データは，ノンパラメトリックデータとして，

小学部・中学部・高等部別と障がいの種類別で

層別化して，X2検定（名義変数）とKruska1－

Wallis検定（順序変数）を行った。SPSS（Ver．15）

を用いた。

1V．倫理的配慮

　研究依頼書には，研究の趣旨，研究への協力

は自由意思であること，公表の際の匿名性の保

持などについて明記した。質問紙の返送により

研究への同意を得たと判断した。なお，本研究

は埼玉医科大学保健医療学部の倫理委員会の承

認を受けた。
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V．用語の定義

1，協働

　単に協力・協同という分業的な働きかけでは

なく，多くの専門職種が互いの専門領域を重複

させながら，チームアプローチにより対象の多

面的な問題に対して支援し解決していく行動を

意味している1）。

2，保健・福祉

　保健・医療・福祉という表現も多く使われる

が，本論文では保健と医療を協同的な関係とい

うよりも統合された不可分なものととらえ，医

療は保健の一部であると共に福祉サービスにも

不可欠なものと考えた。そのため，「保健・福祉」

と表現した2）。

M．結 果

1．対象の概要

　質問紙．の郵送配布数は996部，郵送回収数は

541部（回収率54．3％）であった。

　対象（回答者）の詳細は，経験年数では1年

未満～3年が88名，4～6年が49名，7～10年

が57名，11～20年が114名，21～30年が162名，

30年以上が68名，無記入が3名であった。担当

している学部は，小学部163名，中学部87名，

高等部176名，小中高等部30名，無記入85名で

あった（表1）。

2．各設問に対する回答

　担任している小学部・中学部・高等部別（以

下，学部別と略した），および児童生徒の障が

い内容別（以下，障がい別と略した）で層別化

して，設問項目の回答を分析した。統計学的に

有意差を認めた設問項目と統計検定結果を表2

に示した。

1）設問1：日頃の教育で心がけていること

　「常に心がけている」と「よく心がけている」

を合わせて「心がけている」とした。「心がけ

ている」という回答の比率は，「生徒の気持ち」

が95．4％，「児童・生徒の成長発達」が94．1％，「自

分の専門性」が62．8％，「教育目標」が48．5％

の順であった。

　学部別では有意差を認めなかったが，障がい

別では「教育目標」に有意差を認めた（p；

O．OOO）。つまり，「教育目標」に対して「心が

けている」と回答した教諭の比率は，肢体不自

由46％，知的障がい47％，および重複障がい

47％に対して，聴覚・視覚障がいでは76％と有

意に高かった（図1）。

2）設問21教育に関わっていてストレスに思うこと

　「かなりストレスである」と「強いストレス

を感じる」を合わせて「ストレスがある」とし

た。「ストレスがある」という回答の比率は，「保

護者との関係」が22．0％，「上司との関係」が

13．7％，「教育チームとしての関係」が13．5％

の順であった。「関係機関との協働」では8．2％

であった。

　学部別と障がい別で「児童生徒との関係」に

有意差を認めた。学部別では，中学部が9．2％，

高等部が11．5％と有意に高かった（p＝0．003）。

障がい別では，知的障がいが10．6％，聴覚・

視覚障がいが15．4％と有意に高かった（p＝

o．ooo）．

表1　特別支援学校の教諭への質問紙調査＝対象（回答者）の概要

性別
　一

j性：244名 女性1287名 　　　一i無記入10名）

運営 公立学校：453名 私立学校：88名 （無記入0名）

年齢
20～25歳：47名

S1～45歳：78名

26～30歳：54名

S6～50歳；104名

31～35歳：52名

T1～55歳：103名

36～40歳；43名

T6歳以上＝60名 （無記入0名）

職種 教諭：477名 養護教諭113名 教育補助者・その他 ：24名 （無記入27名）

．職種としての

@経験年数

1年未満：41名

P1～15年：43名

R0年以上：68名

1～3年：47名
P6～20年：71名

4～6年；49名
Q1～25年；78名

7～10年：57名

Q6～30年：84名

（無記入3名）

主な担当学部 小学部：163名 中学部二87名 高等部：176名 小中高等部：30名 （無記入85名）

児童生徒の
@障がい　　　　　　1

肢体不自由：128名

d複障がい：148名

知的障がい：232名

ｻの他：3名

聴覚障がい＝25名 視覚障がい：1名
（無記入4名）
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450 小児保健研究

　　　　　　　　　　　表2　設問項目の回答の統計検定

担任している小学部・中学部・高等部別，および児童生徒の障がい内容別で層別化

　（X2検定とKruska1　Wallis検定にて有意差を認めなかった設問項目を省略した）

一　　　　　　　　　一

ﾝ問細項目

　一
S任している学部別
ｬ学部・中学部・高等部

　児童生徒の障がい内容別

ﾌ不自由・知的障がい・重複など
設問大項目

解 P
有効

嚼
κ2

P
有効

嚼

私立／公立 1，472 0，493 426 167，907 0，000 534

性 7，944 0，019 420 3，938 0，266 524

年齢 11，585 0，003 426 3，201 0，364 534

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
E種：教諭・養護教諭など 2，194 0，782 408 17，711 0，011 507

経験：年数：1年未満・1～3年・4～6年・7～10年・11～

@　　　　15年・16～20年・21～25年・26～30年・30年以上
9，247 0，010 424 5，494 0，137 532

小学部・中学部・高等部 一 一 一 29，719 0，000 422

児童生徒の障がい二肢体不自由・知的障がい・重複障がいなど 29，719 0，000 422 一 一 　　一
P

教育を実践する際に

Sがけている程度
教育目標

一　3．486

0，179 424 18，428 0，000
1　531

教育に関わっていて

Xトレスに思う程度

　　　　　　　　　　　　一
剴ｶ生徒との関係 11，125 0，003 1　423

P

15，821 0，001 531

上司に相談 5，101 0，081 426 11，501 0，009 534

困難なことがあったときの

@　　　解決方法
同僚や先輩に相談

　一
R，584 0，174 1　426 12，349 0，006 534

同じ職場の他職種に相談 9，440 0，008 426 1，566 0，677 534

教育の仕事に関わって良かったと思うこと：ある（533名　99，4％）

幼稚園 18，242 0，000 377 25，273 0，000 473

保育所 18，449 0，000 371 4，244 0，243 463

特別支援教育の相談センター 6，341 0，044 377
　
3
4
．
l
1
8
1

0，000 467どのような関係機関と

A携・協働したいと

@　考えているか 地域作業所 6，782 0，033 388 32，013 0，000 483

療育機関：通園療育センター 12，178 0，002 389 34，729 0，000 487

保健福祉センター：福祉事務所 12，404 0，002 371 5，732 0，124 461

注1）担任している学部別では，「小中高等部のすべてを担当している」回答を除外して，小学部，中学部，高等部の3群で層別

　　化して検定した。

注2）児童生徒の障がい内容別では，聴覚障がいと視覚障がいを一つの群として「聴覚・視覚障がい」に結合し検定した。

3）設問3：教育に関わり困難があった時の解決方法

　「同僚や先輩に相談する」が87．4％，「上司に

相談する」が45．8％，「職場外の研究会に参加

する」が14．2％の順であった。一方，「同じ職

場の他職種に相談する」が9．2％，「職場外の専

門家のスーパーバイズを受ける」が6．8％と少

ない傾向であった。

　学部別では，「同じ職場の他職種に相談する」

において，中学部が小学・高等部よりも有意に

少なかった（p＝0．008）。障がい別では，知的

障害は他の障がいに比し，「上司に相談する」（p

＝0．009）と「同僚や先輩に相談する」（p＝

0．006）の比率が有意に小さかった。

4）設問4＝教育に関わり良かったと思うこと

　「良かったことがある」という回答率は

99．4％であり，そのうちの97．6％が「児童・生

徒の成長発達」であった。次いで，「自分自身

の専門職としての成長・達成感」が50．3％，「保

護者の満足感」が42．5％，「教育に対しての保

護者の変化」が30．5％の順であった。一方，「関

係機関の変化」が2．0％，「関係機関を含めた教

育システムの成熟」が2．0％であり少ない傾向
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であった。

5）設問5

　o／0

100

80

60

40

20

o
肢体不自由

　N＝127

知的障害聴覚／視覚障害重複障害

N＝231

■常に心がけている

翻よく心がけている

團少し心がけている

□あまり心がけていない

■ほとんど心がけていない

　　N＝25　N＝1　48
（視覚障害：1）

Kruskal－Wallis検定：X2＝18，428 p＝O，OOO　（N＝＝531）

図1　日ごろの教育実践で心がけていること：教育目標

　　　　　学校内での協働で重要に思っていること

　「信頼関係」が82．8％，「情報の共有」が

76．2％，「情報交換」が56．2％，「相談できるこ

と」が36．8％の順であった（図2）。

6）設問6：関係機関との協働の難しさを感じること

　「話し合いの時間がとれない」が68．9％，「コ

ミュニケーションのとりにくさ」が41．6％，「自

分の専門性」が20．7％の順であった（図3）。

7）設問7：各関係機関と協働する必要性の程度

　「必要性が非常に高い」と「必要性が高い」

を合わせて「必要性が高い」とした。「必要性

が高い」という回答の比率は，「特別支援教育

総合センター」が59．6％，「地域作業所」が

76．1％，「療育機関」が82．7％，「保健福祉セン

ター（福祉事務所）」が58．1％，「児童相談所」

が68．0％であり，協働の必要性は高く認識され

ていた（図4）。

　協働の「必要性がある」と回答した比率は，

各関係機関によって，学部別，障がい別に有意

差を認めた。「幼稚園」では，小学部が中学部

および高等部に比して，有意に高かった（図5）。

同様に，「通園療育センター」では，小学部が

中学部および高等部に比して，有意に高かった

（図6）。一方，「地域作業所」や「福祉事務所」

では，小学部に比し，中学部や高等部が有意
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図2　教育を行ううえで学校内での連携・協働で重要に思っていること：537人
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　　　図4　各関係機関と連携・協働する必要性の程度
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図5　関係機関との連携・協働の必要性の程度
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に高かった（図7，8）。「特別支援教育総合セン

ター」では，小学部と中学部が有意に高かった

（図9）。

　障がい別にみると，「幼稚園」（p＝0．000），「特

別支援教育総合センター」（p〈0．000）で，聴

覚・視覚障がいが他の障がいに比して有意に高

かった。一方，「地域作業所」（p＝0．000）では，

他の障がいに比し有意に低かった。また，「通

園療育センター」（p＝0．000）で，知的障がい

が他の障がいに比して有意に低かった。

8）設問8：学内で協働の難しさを感じること

　「話し合いの時間がとれない」が55．3％，「相

手の考え方」が55．1％，「コミュニケーション

のとりにくさ」が31．2％の順であった（図10）。

w．考 察

　障がいのある子どもへの教育は，教育関係者

だけでは，十分な支援を行うことは難しい。乳

幼児期に主に関わる療育の専門職や学齢期終了

後に関わる保健・福祉の専門職との協働が重要

なことは先行研究で述べられている3～6・8）。教

育の専門職と保健・福祉の専門職の協働によ

り，子ども一人ひとりのウェルビーイングの実

現に向けて日々の実践が行われていると考えら

れる。しかし，その実態は明らかになっていな

かった。本研究ではその実態の一部を明らかに

することができた。

1．日々の教育について

「日々の教育で心がけていること」では，「児
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　　図7　関係機関との連携・協働の必要性の程度：地域作業所
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童・生徒の気持ち」や「児童・生徒の成長発達」　　　に，約半数の教諭が「自分の専門性」や「教育

について，約90％の教諭が心がけていた。さら　　　目標」にも心がけていた。教育の基本を大切に
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し，児童・生徒の一人ひとりを尊重した日々の

教育実践が行われていると推察される。

　児童・生徒の障がい別では，「教育目標」に

関して，心がけている程度に相違を認めた。肢

体不自由，知的障がいおよび重複障がいでは，

約50％の教諭が「教育目標」について心がけて

おり，聴覚・視覚障がいでは70％以上の教諭が

心がけていた。日常の教育実践において，肢体

不自由，知的障がい，および重複障がいは聴覚・

視覚障がいに比し，やや個別目標と個別教育プ

ログラムの立案実践が困難と推察される。児

童生徒を中心に据えた校内での協働が大切であ

る。

　ほとんどの教諭は，教育の仕事に関わって「良

かった」ことを実感していた。ほぼ全員の教

諭（97．5％）が担任している「児童・生徒の成

長発達」を良かったと思っており，日々の教育

への基本姿勢とモチベーションを高めることに

とって重要なことである。約50％の教諭は，「自

分自身の専門職としての成長・達成感」1を良かっ

たと認識していた。このような実感を得ること

は，教育の専門職として自己成長を達成するう

えで重要である。

　困難があった時の解決方法では，約9割の教

諭が同僚や先輩に相談しながら日々の教育実践

を行っていた。他の専門職種や学外の研究会や

学外の専門家と交流できている教諭は少ない傾

向にあり，関連機関などとの連携を進めるうえ

でマイナスである。

2．学校内および関係機関との協働について

　教育を実践するうえで，協働が大切であるこ

とが認識されていたが，主に情報交換・情報共

有，信頼関係の構築などに関することであった。

そのため，協働の困難を感じる事柄では，専門

性の障壁や話し合いの時間がとれないなどを挙

げていた。したがって，互いの専門領域を越え

て協働することで児童・生徒のウェルビーイン

グを進めていくという行動は不十分であるよう

に見受けられる。学校内のみならず学校外の機

関との協働を進めていくためには，教育と保健・

福祉のそれぞれの専門職が，児童・生徒と保護

者のウェルビーイングの達成（支援）へ向けて，

単に情報交i換に止まらず，「互いの顔が見える」
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活動を進めていくような「協働」が大切である

と考えられる。

　教育関係者の中では，他機関との協働につい

ては，小学部，中学部，高等部ではそれぞれに

差異が認められた。小学部の教諭は「通園療育

センター」，「幼稚園」，「保育所」との協働を希

望しており，入学前の児童の成長・発達支援の

プログラムなどを入学後の教育に活用したいと

考えていると推察される。

　必要に応じて，療育機関の担任と小学校の

担任予定者が話し合いをしているケースもあ

る2）。中学部では，「特別支援教育総合センター」

や「福祉事務所」と協働したいと考えている程

度が高い傾向であった。これは，中学部卒業後

の進路選択に於いて，高等部への進学の学校選

択や地域の福祉施設などの利用へ向けた生徒指

導を考えているためと推察される。

　高等部の教諭は「地域作業所」との協働の必

要性を高く認識していた。卒業後の進路，すな

わち社会生活や就労へのステップとして生徒指

導を考慮しているためと考えられる。学齢終了

後の青年期は，社会生活が広がり，自立に向け

た社会参加や社会活動の場は，就労や通所施

設，福祉作業所などがある。障がいが重い；場合

は，通所施設や福祉作業所での活動が多くなら

ざるを得ない。社会参加や活動の場があること

の意義として，渡辺らは，「QOLを支える環境

の一つであり自己同一性を形成する重要な環境

要因でもある」と述べている9）。子どもと家族

にとって学齢期を終了することは大きな転換期

である。しかし，障がいのある子どもにとって

自立し社会参加を遂げることは極めて困難なこ

とが多い2・　3・10，　11）。この困難を最小限にするため

にも，教育関係者と保健・福祉の専門職の協働

をさらに進めることが必要である。

V［［［．おわりに

　本研究を進めるにあたって，特別支援学校13

校を訪問した。そこでは児童・生徒の皆さんが

生き生きと学習し，学校生活を送っている姿が

心に残った。また，学校長の話の中で，「一人

ひとりの子どもの状況に合わせて教育を考えた

い」，「保健・福祉の専門職の方と協働したいと

思うが，組織の違いでなかなか時間がとれな
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い」などの意見をうかがった。質問紙の自由記

述では，「特別支援教育コーディネーターを中

心に14名の関係者が集まり，保護者の養育姿勢

について会議をした」，「医療関係者と連携をと

りたい」，「保護者および児童・生徒のためにす

ばらしい教育実践を行うためには，仕事の精選

と連携のための時間の確保が必要」などの意見

があった。本研究をさらに進め，日常の「協働」

を実践していくための課題や経験：の交流を深め

ることが大切であることを認識した。
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（Summary）

　To　clarify　the　collaboration　among　teacher　of　spe－

cial　school　with　other　profession　and　organization　of

welfare　and　health，　a　postal　questionnaire　survey

to　the　teacher　of　16　special　schools　in　the　metro－

politan　areas　was　performed．996　questio皿aires

were　mailed　and　541　were　returned　（response　rate

was　54．30／o）．　lt　was　to　share　inforrnation　to　be　im－

portant　for　collaboration．　A　relationship　of　mutual

trust　and　an　exchange　of　the　information　about　chi1－

dren　were　to　think　momentously　for　collaboration

in　or　out　of　a　school．　Difficulty　of　final　performarLce

of　the　communication　and　rurming　out　of　time　for

discussion　about　children　was　an　embarrassment　for

collaboration．　The　organization　which　was　wanted

to　collaborate　by　teacher　of　elementary　school　was

kindergarten　／　day　nursery，　rehabilitation　center

fo／r　children，　and　support　center　for　special　educa－

bion．　For　teacher　of　junior　and　senior　high　school，

it　was　support　center　for　special　education　and　local

we／lfare　working　facilities　．

（Key　words）

education，　children　rehabilitation，　special　school，

team　approach，　cooperation
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